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同日 寺扁子寸 二親Ⅰ 

一計測手法の 開発と実証分析 (19%-1 卵功一 

0 渡辺 千匁 ( 東京工業大学 ) 

1 , 序 稔 

技術経営戦略において 研究開発投資の 収益性の計測がつとに 重要化してきてい 
る 。 また、 我が国技術革新構造の 質的評価の重要性が 叫ばれて久しい。 しかるに 
これらに応える 評価・計測手法開発の 努力は必ずしも 十分とは言えない。 本分析 

は 、 このような課題への 挑戦として、 技術サービス 価格及び研究開発投資内部 収 

益 率の同時計測手法の 開発を試みるとともに、 開発した手法を 用いて、 19551993 

年の我が国の 製造業を対象とした 実証分析を行い、 昨今の企業の 研究開発離れの 
構造的要因を 明らかにし、 本手法が技術経営戦略検討に 有効であ ることを示した。 

2 . 計測手法の開発 
労働・資本等に 対応する技術の 

Table  l  Data  Cons 甘 uctlon  md  So 町 ces  ofDa ぬ 

Data  Construction 

本来的価格 一 技術サービス 価格 Pt  V. 沖肚 ・ ion)"(1985C 耐 。 m")19 め 岬回 :CmmssCos.,.1985rixcdp,k 。 ， 
は 次のように表される [2.  3 几 R L( K( 而 ㏄ pi ， は ),( @).( Ⅱ m Ⅰ Di 捷 Ⅰ ，。 @" Ⅰ。 ㏄ m k 回 。 ), 。 ycd 匝 ぴ的 Ⅰ。 m"),( " 穫 Ⅰ。 つ， 、 ", Ⅱ㎎№ " は "), 

Ⅰ (1-%.s)(R 斥 *  D/+R 柑 *  Dm  +Res  *  De)+ 冊 *Ps$tc  (l)  M  < 甘寒 ツ品 朋 。 は @ 九 ;n 卍 [sex ㏄ ひ Ⅰ ほ Ⅳ )-  (19 めぬ偉耐 ㎞ i 雙は ).(tg め 
Ps 比は技術資本のサービス 価格で E 健 ne り y)-(rinqlencrgyco 肘坤 Ⅰ 甜 On つ ・ 1 Ⅱ 

T(t ㏄ hnology) -OTC ト rm +(l.P)T Ⅰ l. 

次のように表される。 GTCl-m:  gross  technology  cost  in  lime  t-m 
m:@lime@lag@from@R&o@lo@comrnei                         

Pstc = Dk(r+p)(l-gs) (2) p:raoeo'ob 拘 lcsCenceo[leChnol 叩ノ 。 

(1 一が ) 
レ ( は ぬ [ 師 「 1 ㏄ 柾 ㎡㎎ y)-( ㎜ m ね 「 of 「 cS ㏄㏄圧はつ x( Ⅱ ior Ⅱ㎎ 比 xt 「 S. り 

  Kr(cap 九州 吋 ㏄ ヒ orR 止 D:K 良 )x 笘ブ ⅠⅡ㎎Ⅰ穂刈 ) 
KRl *  OTC は +  (1 サ比 )KR'.l 

Dk(l-gs)) く Ⅰ -ct) 一 士 ： R 鮭 c# グ伍 ・カクミ旦 三 
Ⅰ K ⅡⅠ 笘 o イ K ぬ 切にⅩⅡⅠⅠ 0 イⅠⅠ 沌 l 打㏄ 化而 7% ム D(in 携帝 0 ⅠⅡ だ Ⅰ ve 廿 Ⅰ e0 ⅠⅡ 正 @ ㎞㌔ 

(r 十 p) of は ng@b モ Ⅰ 仮 Ⅰ世父 笘 fo ィ艮轟 D Ⅲ ) 
M 「 (maleria@s ぬ rRAD ャ ・Ⅰ 

Ⅲ s, 刊侭 ， Rmls,Res  は研究開発費を 
古作 巾は y ね 『 MD つ 

構成する人件費・ 資本・原材料・ 
GLC(g の ぬ laborc ㏄ t]-(1 は 併碇 ㎡Ⅰ mploy Ⅰ ド nons"' "' ㏄ "'" 。 '" 。 ' ば 。 rp""" 。 

  

ct は政府支援の 割合及び法人税率を 、                                                                                                                     
Ⅰ 及び p は研究開発投資内部収益 GTCe@(R&D@expenditure@for@energy)** 

率及び技術の 陳腐化率を示す。 ふ " 穫 es0f 。 "" 
Ⅱ A 抽 ㎡ 憶内 nonN 叩け イ A ㏄㏄Ⅱ s( 皮 ㎝ 匝ヒ P Ⅰ 舶 l4% が ㏄ y) 

研究開発内部収益率ては 次の式で *2  e3  Year S Ⅰ llisl 虫刃化 恥 lsorEnllcrp ⅠⅠ t Ⅰ ぬィ Ⅱ S 集俺 Ⅰ li ， 叫 CIpi 軽 ヰ (Mlmi 佃 lIS1 匝朋 ㏄Ⅰ ( Ⅰ イ 丘 con I Ⅰ bor) ⅠⅥ ト Ⅱ anni ㏄ Ag 。 ば y] 
表される。 e4  A 血ヰ Rc 四 rtm  l Ⅱ ヒ ㏄ m  Ⅱ㎡ n 珪 ㎡ Ma ㈲ ね 叩 Ⅰ t 叫 (MI Ⅱ ) 

廿 l ㎡Ⅱ 亜 [iI@S 肛 Ⅰ 廿 [ 牡 l(M Ⅱ l) 
  " 。 使 市村 ""' ㎝ " 巨 """"""" 援庶 。 " 。 。 。 ' 

Ⅰ m/- - Ⅰ 鰐 e- ㎏ ね Ⅰ 吉 ;ov 手筈 /( 「 +p) 

  

知識ストックを 示す。 : ば SZ:R;E ま，は 二 % キ出 "",md, 巾柄 k(MpMM  ぬ dM 。 "A, 。 w) 
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(3) 式の左辺を一次のティラー 展開で近似すれば、 33) 式は次のように 表される。 

㍗。 与 ㌢ ， l+mr 。 鰐ゆ ・ p) (4) 

付加価値 V の生産において、 ①労働し ) 及び資本ストック ㏄ ) 並びにそれぞ 
ねめ コスト (GLC,GCC) に含まれる技術ストック 関連要素を除去して ( 表 1 参照、 ) 
技術知識ストック Cr) 及びそのコスト (GTC) との重複を排除するとともに [6 八 

②技術コスト (GTC) を技術本来のサービスを 反映したものとする (GTC づ GTC#) 
ことにより、 T は技術の本来サービスをも 反映した、 L,K と整合的な生産要 
素として扱 う ことができ、 かっ 、 ③各コストが 競争的に決定されているとすると、 

㈹ 式 右辺の 芽は次のように 表される。 
GTCf ガ ( り 

0 一 0 ア ノ - 宕 [  (GLC+GCC+GTC#)  ] * 一 (D (5) 

ここに GTC# は 技術知識ストック 本来の ( 潜在的 ) サービス価値をも 反映し 

た技術サービスコストであ り、 「資本価格計測的技術価格」 [2] pt,(=GTC Ⅸ ) と 

技術サービス 価格 Pt  との 比 Ⅳ 阻 ( Ⅰ PC 心曲 te ㎡ 田 con ㎡ lbu 仮 b 田坪 of ね。 ㎞ 01o Ⅳ to  pm 而 c 廿 on) 

を用いて次のように 表される。 

GTC# Ⅰ GTC* ㏄ t, ぽ t) (6) 
(5),(6) を (4) に代入することにより 次式 が得られる。 

(pt/)@*GTC*V 
Ⅰ i.inlr ヰ (Pt) 

[GLC+GCC+@y@*@GTC¥@*@[T*@(r+p)] (7) 

一方、 (2) を (1) に代入することにより、 技術サービス 価格 Pt は 次式 で表される。 
Ⅰ 与イ 1-% ご Ⅱ ( 月れ J  *  D7+RmJ  *  Dm  + 八名Ⅰ *  D の + 脇 *D 々 げ +P)/(1- 己 )] (8) 

㈹， (8) の連立方程式を 解くことにより、 笘 a - 

技術サービス 価格 Pt 及 び 研究開発         肺は ℡Ⅰ 血 ㎏㎡㎏ e ⅢⅠ ぬ腱 D ㎞㏄㎞。 爪 

投資内部収益率 r が 同時計測される。 
仮タ   

3 . 計測・評価   
( の， (8) を用いて、 日本の製造業の 1955  M- 

丑 ㏄ 3 の技術サービス 価格 Pt 、 研究開 
          

れ 05- Ave 皿炸 n ㎏Ⅰ ぬ ⅡⅠ㎎ ] ㏄ n .   
発 投資内部収益率「 ( lRR) 及び同収益 

  

果は表 2 に示す通りであ る ( 分析用の デ 

率 ( 限界生産性 : RRR) を計測した 結 

  

一 ター構築及びべースデーターは 表 ] に 

示す通り ) 。 

3 Ⅰ 研究 究 開発投資内部収益率   図 ] に研究開発投資内部収益率及び 同 

時期の全国銀行貸出し 平均金利の推移を 
  

示すが、 内部収益率は、 1960 年代を通盛 9.1Trendsin 畑田 e 月牌 血 且 地肌封地 eseM 皿 te ㎡ 捷 ㎡ t Ⅳ Ret 担 g ⅢⅠ 下 dus め R 廿ヴ 技 (1955" D 肺 v ㏄ Ⅰ 血 99 nent の 

a  Source:  White  paper  on  the  Japanese  Economy  (Economic  Planning  Agency).   
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じ 高水準を維持し、 金利水準を大きく 上回るも、 70 年代に入って 急落し、 石油危 

機直後の 1974-81 の期間は金利の 水準を下回るに 至ったが、 70 年代末から回復 
した。 しかし、 バブル崩壊後の 90 年代に入り再び 急落し、 金利水準に接近する 
に至ったこ   

Table  3  C0mp ㎡ son  of 血 t ㎝ al ㎏ te  0f 
とが伺われ Table・ Trends（nヾervice‾rice｛fゝechnology ， Retum  to  R&D  血 ves 血 entin 
る 。 Intem Ⅲ Rate ofRet は Ⅱ toR&D Invest 一 

表 3  に 50  ment,md  血 te  ofRetumm  to  R&D  血 ve 一 Ⅰ 拮 a 甘拐 ㌢ 笘 ど世吉 伍 № dus 町 in ら 年 代 末 力 Stment  下田 eJa (Mar 脾皿 ㏄ e 西 nalProduct № nufactuning  ㎡ Indus ゆ ofTechnol9 坤 (1955 一 1 打 ㏄ ) 3) PenM   USA@ @ Ja 田 n 

70 年代 央 にか 
Pt 

14@ Terleckuj@(1974)@ 18.2 

けての米国製造 
℡ "  """  l9% 1957 一 65  16  Griliches(lgM)  18.6 

                                                                                      19% 一 75 7  Na ぬ H  (1979) 16.7 
業 との比較を示                                                       1960-77@ 10@ Mansfield@(1980)@ 15.3 

すが、 日 本 六 ⅠⅠ・ ⅠⅠ．Ⅰ ユ TOT n mo Ⅰ Ⅰ Ⅰ Ⅰ・ⅠⅠ 0. ム Ⅰ 3 4 ⅠⅠ Ⅰ :a a  So ℡ ce: 円   益 都 収 卒水準は "  @  ,. 
    

  
  

田 ⅠⅠ 

が 国製造業の旺 " l                                                 

  
盛 な研究開発 投             ⅠⅠ・ⅠⅠ ⅠⅠ．ⅠⅠⅠⅠⅠ 0 ヰⅠ 0 0. ・ⅠⅠ ⅠⅠ 7aa 0 Ⅰ 17                             田 

資の構造的背景                                         

を 示す。   

      ムニ．ⅠⅠⅠ 00 0. ⅠⅠ 0 ⅠⅠ 0.9 Ⅰ れ Ⅰ 7       0 。 0mrdmlprMuctiv 吋 oftechnoloW) 
      ハこ ． ET00 Ⅰ 0. ⅠⅠ 0 ⅠⅠ 0 ．ⅠⅠⅠⅠ 0     

  エ Ⅰ   

3.2 研究開発 投                 タ タ Ⅰ・ⅠⅠⅠ Ⅰ．ⅠⅠⅠ 0 0 Ⅰ 億 0. 0. タ Ⅰ 0 ネ ⅠⅠⅠ 0 Ⅰ ヰ                                 

資 収益率 ， ，，                                             
  

      ヰニ ． ヰ Ⅰ ヰ Ⅰ 且 0 ．Ⅰ 7 ヰⅠ 0 り ．Ⅰ r ⅠⅠ く 

図 2 は内部 収 " l                                             

  

ⅠⅠⅠⅠ・Ⅰ ⅠⅠ・ⅠⅠⅠ 益 率 10 と 収 益 率 （ 限 。 77 Ⅰ 4. さ 04 7 ⅠⅠ く 0 0 ・ ， 0 0 ⅠⅠⅠⅠ Ⅰ 100 タ 0. 0 ．ⅠⅠ タ 00 タく ⅠⅠ Ⅰ 

    / ソ                                       

男生産性 ) との 関 ，， l                                             Ⅰ                 ・ /./ 技 係 及 び 資 本 と lll 77 ⅡⅢ teml%te  ofretum 
術の限界生産性         l  ⅠⅠ                                           

to@R&D@investment 

， ",7 。 Ⅰ ば ， " 。 Ⅱ ハ菩 " 。 1%71"7::iRiI  7,rt 甘 l"u    l(=,7" Ⅰ 甘 ， " 。 " 

との比較の推移             マ 7 Ⅰ・Ⅰ ヰ． さ ユ Ⅰ ⅠⅠち T Ⅰ タ                             0 0. ・Ⅰ タム 0 ⅠⅠⅠ 悪 ⅠⅠ       

      74, 俺接 ⅠⅠ 1 0.0000 Ⅰ 0 ・ⅠⅠ ヰ Ⅰ タ Ⅱ ate  ofret ℡ n  to  R 及 D  investment 
，へ   

れる通り、 内部 1 ⅠⅠ 5 l 7 7 Ⅰ・ⅠⅠⅠ Ⅰ．ⅠⅠⅠⅠ 74 0 0. 俺 ・Ⅰ ⅠⅠⅠ 0 Ⅰ 0 17 さ 0 0 ・ⅠⅠ ・ⅠⅠⅠⅠⅠ ち Ⅰ 7 
  

収益率とほほ パ " ,                                                   
        7 ヰ ．Ⅰ 6 ヰⅠ 4 0 ・Ⅰ 0 ⅠⅠⅠ 0 ・ⅠⅠⅠⅠ 4 

ラレル な パター 
    

      ⅠⅠ．ⅠⅠⅠⅠⅠ 0. ⅠⅠ a ⅠⅠ 0. オ Ⅰ t Ⅰ l1       
ンで 推移した 技                                                       

  

術の限界生産性             ⅠⅠ・ Ⅰ 0.fa E ⅠⅠⅠⅠ ⅠⅠ 3 0 0.0 ・Ⅰ 1 Ⅰ ⅠⅠⅠ 70 Ⅰ 0. 0 ・Ⅰ ⅠⅠⅠ a ⅠⅠ 0 Ⅰ 0   

は 、 資本のそれ " l                                             "':."" Ⅰ M..,"T&"" ャ " Ⅴ "",1" ㌔ 甘， ・ T ぶ， " 甘 Ⅱ 穏シ "" ャ d'""" 

Fg ・ 2@ RCat@   nsh@@   between@Internal@Rate 
  ofRet ㎜ toR&D 血 vestmentmd 
の 構造的背景を 皿Ⅲ t 。 耐億 teofReturntoR&DInv 。 ， tm 。 。 t Rate@of@Return@to@R&D@Investment 

in  ぬ e  Japmese  Mmufactl ㎡ ng  № du 一 

示すが、 内部 収 ㎜     RateofRetuI ㎝ argma 杣 Ⅰ サ ㏄ Ⅰ toR&DInvestment uctl ㎡ け ofT ㏄ hnol0 確 り stry@(1955-1993) 
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益 事と同様、 80 年代にかけて 石油危機直後の 急落を回復するも、 90 年代に入り 

再び急落し、 資本の限界生産性を 下回るに至っている。 これは、 昨今の、 製造業 

における「設備投資全体に 占める研究   

開発投資の割り 合いの減少傾向」の 背 Internal@rate@of@return@to@R&D@investment 
  

景 構造の一端を 示唆するものであ る。 
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㎏。 ㎞ 010 Ⅳ め ㎎ 而 。 廿 ㎝ ) とも言うべきもので、 ( 単なる資本投資とは 異なった ) 技術本来 

の サービスのレベルを 示すものであ る。 図 3 を見るとこのサービスのレベルも 、 

内部収益率等同様、 70 年代に急落し、 80 年代にやや回復したものの、 90 年代に 

入って再び急落傾向に 入り、 最近では、 技術固有のサービス 価値がほとんど 失わ 

れる兆候が見られるに 至っている。 
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